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  要 旨 

 

 

 

台風や前線に伴う豪雨により、深層崩壊に起因する土砂災害が発生している。深層崩壊に伴う

崩壊土砂量は 105 ｍ3 以上に及ぶことが多いため、大規模な土石流や河道閉塞(天然ダム)等が

生じ、被害が甚大になる場合がある。このような土砂災害を防止・軽減するためには、崩壊発生危

険箇所やその規模などを予め知っておくことが重要である。深層崩壊の発生に関わる要因は複雑

であり、崩壊発生危険箇所やその規模などの予測に必要なデータの蓄積が十分でないこともあっ

て、深層崩壊発生の恐れのある渓流を抽出する全国的に適用可能な手法が確立されていないと

いうのが現状である。 

本資料は、それぞれの地域の深層崩壊の発生実績を整理し、地形･地質の特徴や数値地図か

ら算出される地形量等の客観的な情報に基づいて、深層崩壊の発生の恐れのある渓流を抽出す

る手法を全国的に利用可能なマニュアルとしてとりまとめ、その内容を解説するものである。 
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はじめに 

 

台風の襲来や前線に伴う集中豪雨により、深層崩壊に起因する大規模な土砂災害が発

生することがある。深層崩壊は、表層崩壊に比べて崩壊面が深く、崩壊土砂量が 105ｍ3 以

上に及ぶことが多いため、大規模な土石流や河道閉塞（天然ダム）等を引き起こし、被害が

甚大になる場合がある。 

深層崩壊の発生に関わる要因は複雑であり、崩壊発生危険箇所やその規模などの予測

に必要なデータの蓄積が十分でないこともあって、深層崩壊の発生の恐れのある(危険性の

高い)箇所は、統一された手法を用いて全国的に把握されていないというのが現状である。 

 

本マニュアルは、国内全域に対して統一された手法を用いることによって、深層崩壊の発

生の恐れのある渓流を抽出することを目的としている。また、本マニュアルでは、それぞれの

地域の深層崩壊の発生実績を整理し、地形･地質の特徴や数値地図から算出される地形

量等の客観的な情報に基づいて、全国的に利用可能な深層崩壊の発生の恐れのある渓

流を抽出する手法を示し、解説する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
   

１． 概 説 

１．１ 目的・対象現象 

本マニュアルは、検討対象流域における深層崩壊の発生の恐れのある渓流を抽出す

るために用いるものとする。 

 

【解説】 

本マニュアルで対象とする深層崩壊は、「山崩れ･崖崩れなどの斜面崩壊のう

ちすべり面が表層崩壊よりも深部で発生し、表土層だけでなく深層の地盤までも

が崩壊土塊となる比較的規模の大きな崩壊現象」（「改訂 砂防用語集」（(社)砂

防学会 編,2004））とする。なお、表層崩壊の崩壊深は表層土と基盤層の境界

部までの 0.5～2.0ｍ程度であると言われている。 

深層崩壊の特徴は 

1) 崩壊土塊（土砂）は、高速で移動する． 

2) 崩壊土塊（土砂）の大部分は、崩壊範囲の外へ移動する場合が多い． 

3) 斜面を構成する土塊は、崩壊と同時にバラバラになって移動するか、ある

いは原形を留めてすべり始めた後にバラバラになる場合が多い． 

という点である（図- 1 参照）。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

図- 1 地すべり(A)と深層崩壊(B)の模式図 

（図の引用：町田ら 1） ） 

 

  1 



  
   

１．２ 手法の概要 

本マニュアルに示す深層崩壊の発生の恐れのある渓流の抽出手法は、 

① 深層崩壊の発生実績に基づく手法 

② 地質構造及び微地形要素に基づく手法 

③ 地形量に基づく手法 

からなる。 

 

【解説】 

① 深層崩壊の発生実績に基づく手法 

深層崩壊は、深層崩壊跡地に近接して発生することがある 2)。そこで、深層崩壊

跡地の周辺は、深層崩壊の発生する恐れが高い状況にあると考えられ、深層崩壊

跡地の有無を指標として深層崩壊の発生の恐れのある渓流の抽出を行う。 

 

② 地質構造及び微地形要素による手法 

深層崩壊の発生には地質構造が強く関与すると考えられている 2）。また、岩盤ク

リープ斜面や線状凹地といった微地形要素は、深層崩壊の発生の前兆である岩盤

の変形を表している可能性が高いと考えられている 2）。そこで、地質構造及び微地

形要素を指標として、深層崩壊の発生の恐れのある渓流の抽出を行う。 

 

③ 地形量に基づく手法 

地形量と深層崩壊の発生との関係は、一般的な傾向として、 

１） 勾配が急なほど斜面は不安定になりやすく、深層崩壊が発生しやすい 

２） 集水面積が広いほど地下水が集まりやすく、深層崩壊が発生しやすい 

の２つの関係があると考えられる 3)。そこで、ＤＥＭ（数値標高）データを用いて勾配，

集水面積を算出し、深層崩壊の発生の恐れのある渓流の抽出を行う。 
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１．３ 抽出フロー 

本マニュアルでは、検討対象地域における深層崩壊跡地と地質構造，微地形要素，

地形量の関係を分析し、対象地域に適した「深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出に

用いる指標」（以下、「抽出指標」とする）を設定し、深層崩壊の発生の恐れのある渓流の

抽出を行う。 

 

【解説】 

地質構造，微地形要素，地形量は深層崩壊の発生と関連性が高いと考えられて

いるが、どのような地質構造，微地形要素，地形量が深層崩壊の発生と関連性が

高いかについては、崩壊履歴のある一部の地域を除くと明らかにされていない。そ

こで、検討対象地域ごとに深層崩壊の発生と関連性が高い地質構造及び微地形

要素と地形量を明らかにする必要がある。 

本マニュアルでは、まず検討対象地域のうち、深層崩壊跡地が比較的多い地域

を抽出指標設定地域として選定する。次に、抽出指標設定地域において，深層崩

壊跡地と地質構造，微地形要素，地形量の関係を総合的に分析し、「地質構造及

び微地形要素による深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出に用いる指標」（以下、

「地質・微地形指標」とする）と、「地形量による深層崩壊の発生の恐れのある渓流

抽出に用いる指標」（以下、「地形量指標」とする）を設定する。その上で、深層崩

壊の発生実績と両指標を用いて、深層崩壊の発生の恐れのある渓流の抽出を行う

（図- 2 参照）。 
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２． 資料収集・準備 

２．１ 既存資料の収集 

下記の既存資料を収集する。 

① 深層崩壊の発生実績に関する資料 

② 空中写真 

③ ＤＥＭデータ 

④ 地質図等 

⑤ 微地形分類図 

 

【解説】 

① 深層崩壊の発生実績に関する資料については、検討対象地域の砂防担当部

局等を通じて既存の整理された資料を可能な限り収集する。既存の整理された

資料では以降の検討が十分に進められない場合には、各種の災害史(都道府

県や市町村の災害史)，気象災害報告(気象庁)等の既往文献，九州地方及び

近畿地方等に関しては土木地質図(監修；各地方の地質図編纂会あるいは旧

建設省の各地方建設局)などの資料について収集する。 

② 空中写真は、撮影縮尺1／10,000～1／20,000の垂直写真（モノクロ，カラーど

ちらでも可)で、既存の写真のうち最新のものとする。また、深層崩壊の発生実績

が明らかな場合（1945 年以降）には発生直前・直後のものを収集する。 

なお、崩壊地分布図と微地形分類図が既に整理されており、以降の検討が十

分に進められる場合においては、空中写真は必ずしも収集する必要はない。 

③ ＤＥＭデータは 50ｍ程度のメッシュデータとする（例えば、国土地理院発行の

数値地図 50ｍメッシュ（標高））。なお、検討対象地域は同一の精度のＤＥＭデ

ータを用いることとする。 

④ 地質図については、(独)産業技術総合研究所 地質調査総合センター発行の

シームレス地質図（縮尺 1/20 万）を，また活断層の分布については、「活断層詳

細デジタルマップ」（中田 高,今泉俊文 編，東京大学出版会，2002)を用いるこ

ととする。 

⑤ 微地形分類図については、対象地域の砂防担当部局等を通じて可能な限り

収集する。 
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２．３．２ 地質構造に関する資料整理 

検討対象地域内の次の地質構造について、その位置を明らかにする。 

① 活断層 

② 明瞭なリニアメント 

 

【解説】 

活断層については、「活断層詳細デジタルマップ」（2002）に基づいて分布状況

をＧＩＳ上で活用できるようにする。 

明瞭なリニアメントについては、「シームレス地質図（縮尺 1/20 万)」に表記されて

いる活断層以外の古い断層（地質断層等）を明瞭なリニアメントとして定義し、分布

状況をＧＩＳ上で活用できるようにする。 
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２．３．３ 微地形要素に関する判読・資料整理 

対象地域内の①～⑤の微地形要素について位置を明らかにする。 

① 山頂緩斜面 

② 二重(多重)山稜・線状凹地・（山向き）小崖地形 

③ 円弧状クラック 

④ 岩盤クリープ斜面 

⑤ 地すべり地形 

 

【解説】 

微地形要素については、利用可能な既存の微地形分類図がある場合には、そ

れを用いることとする。既存の微地形分類図では以降の検討を進めるにあたって不

十分と考えられる場合には、以下の手法によって整理する。 

微地形要素については、判読の技術と経験を有する技術者が空中写真を判読

して抽出し、その位置と分布範囲を明らかにし、ＧＩＳ上で活用できるようにデータの

電子化をする。判読結果の移写は、縮尺 1/25,000 程度の基図に表示する精度の

内容を備えているものとする。 

 

【判読の対象としている微地形要素の解説】 

① 山頂緩斜面（図- 6 のｂ） 

山地の稜線部付近に、周囲の斜面と比べて明らかに勾配が緩く、広い範囲にわたって起

伏が小さい波状あるいは平坦な斜面が分布していることがある。これを山頂緩斜面という。 

山頂緩斜面は、地表面が侵食・削剥作用を受けることによって高度を減ずるとともに、起

伏の小さい波状あるいは平坦な面となり、その後の隆起や河道の下刻作用に伴って相対的

に標高の高い位置に分布していることが少なくない微地形である。 

 

② 二重（多重）山稜，線状凹地，（山向き）小崖地形 

山地の稜線とほぼ平行に比高数ｍの小急崖が連続した稜線状の地形が見られることがあ

り、これを二重山稜という。複数の平行な小急崖がある場合には多重山稜という（図- 6 のｃ，

ｄ）。二重（多重）山稜が分布する場合、稜線と稜線の間に直線状の窪地が分布することがあ

り、これを線状凹地という（図- 6 のｅ）。線状凹地の主稜線とは反対側にある斜面方向と逆向

きの面を作る小急崖を（山向き）小崖地形という（図- 6 のｆ）。 

これらの微地形要素は、山地斜面で生じる岩盤クリープ現象の進行や重力性断層による

変位に伴って地表地形に現れると考えられている。 
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３． 深層崩壊の発生の恐れのある渓流の抽出に用いる指標の設定 

３．１ 地質・微地形指標の設定 

３．１．１ 深層崩壊の発生と関連性の高い地質構造及び微地形要素の抽出 

抽出指標設定地域において、深層崩壊跡地と関連性が高い地質構造及び微地形要

素を抽出する。 

 

【解説】 

深層崩壊跡地と関連性が高い地質構造及び微地形要素の抽出は、以下の方

法で行うことを基本とする。指標の設定作業は、抽出指標設定地域を対象に行う。 

(1) 渓流ごとの集計 

2.2.1 項で分割した渓流ごとに、以下の項目について表- 1 の様式に従って整

理する。 

① 深層崩壊跡地の個数 

② 各地質構造の要素の個数 

③ 各微地形要素の個数 

 

                     表- 1 抽出要素の集計表 

 
① ② 地質構造及び微地形要素

単元流域
No.

深層崩壊
跡地

活断層
明瞭な

リニアメント
（古い断層）

山頂
緩斜面

二重(多重)
山稜，

線状凹地，
小崖地形

円弧状
クラック

岩盤
クリープ

斜面

地すべり
地形

1 1

2 1 1 2

3 1

4 2 1 1 1 1

5

6 1

7 2 2

8

9 1

10 1 1 1

合 計 6 1 3 3 2 4 1 1
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３．１．２ 地質・微地形指標の設定 

3.1.1 項で抽出した深層崩壊跡地と関連性の高い地質構造及び微地形要素を用いて、

地質・微地形指標を決定する。 

 

【解説】 

3.1.1 項で抽出した深層崩壊跡地と関連性の高い地質構造及び微地形要素の

各種組合せごとに「カバー率」と「的中率」を算出する。その上で、「カバー率」と「的

中率」のいずれもが高い地質構造及び微地形要素の組み合わせを 1 つ抽出し、地

質・微地形指標とする。すなわち、地質・微地形指標は「●●（地質構造）または▲

▲（微地形要素）が存在する渓流」、「▲▲（微地形要素）が存在する渓流」というよ

うになる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     ※ カバー率，的中率から考えて指標として選ぶ可能性があるのは赤丸 

  図- 9 地質・微地形指標の設定例 
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３．２ 地形量指標の設定 

３．２．１ 深層崩壊の発生と地形量の関係の整理 

抽出指標設定地域において、深層崩壊跡地の分布を基にした地形量ごとの深層崩壊

面積率を算出する。 

 

【解説】 

勾配と集水面積の組み合わせごとに深層崩壊面積率（＝当該地形量を有する

深層崩壊跡地メッシュ数／当該地形量を有する全メッシュ数）を算出する。深層崩

壊跡地メッシュ数のカウントにあっては，2.3.1 項で整理した深層崩壊跡地のポリゴ

ンデータを用いることとし、メッシュの重心が深層崩壊跡地のポリゴン内にあるとき

に，深層崩壊跡地メッシュとする。 

また、深層崩壊面積率の算出にあたっては、表- 2 に示す様式に従うこととし、当

該地形量を有する全メッシュ数，深層崩壊跡地メッシュ数，深層崩壊面積率をそれ

ぞれ整理する。 

      表- 2 斜面勾配と集水面積の組み合わせによる深層崩壊面積率の算出 
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 【参考】 抽出指標設定地域で算出した事例 
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４． 深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出 

検討対象地域の全域に対して、 

① 深層崩壊の発生実績による抽出 

② 地質・微地形指標による抽出 

③ 地形量指標による抽出 

によって「深層崩壊の発生の恐れのある渓流」を抽出する。 

 

【解説】 

①は、深層崩壊の発生実績のある渓流は全て抽出することを基本とする。 

②，③については、抽出指標設定地域と地質，気候条件が概ね等しいと考えら

れる地域に対して、3 章で設定した抽出指標により、深層崩壊の発生の恐れのある

渓流を抽出する。 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   図- 11 深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出のイメージ図 
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